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災害時要配慮者支援や災害ボランティア受入人材育成研修の事例と教訓

民生児童委員を対象とした避難支援等研修

障がい当事者と住民が共に参加する防災講座

自治体職員を対象とした災害時要配慮者支援研修

社会福祉協議会と連携した災害ボランティア講座
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当事者や支援者(団体)と積極的に連携を

「多様な避難者」の暮らし方、課題やできること等を
具体的にイメージすることが難しい

研修・訓練等へ当事者・家族、支援団体等の参加を
促し、自主防災リーダーとの接点を増やす

障がい当事者・家族、支援者・支援団体と地域住民が一体となって防災や避難所運営について考える
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避難所と社会福祉協議会・災害VCのつながり作り

避難所(震災救援所)におけるニーズと区民団体をつなぐワークショップ（東京都杉並区）

「避難所」と「災害ボランティアセンター」の役割
分担や連携、つながりが分かりにくい

避難所運営訓練で災害ボランティアセンター
(VC)を所管する社会福祉協議会(社協)と連携す
る、災害VC開設・運営訓練に、自治体職員・
自主防災組織リーダー、避難所運営協議会が
参加するなど「つながり」をつくる
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経験則に基づく、要配慮者支援・災害ボラ受入に求められる人材

①災害時要配慮者を含む、地域住民に「暮らし方」
の多様性があることを理解している。

②「暮らし方」に伴う様々な災害時の課題を想定し、
具体的な対策や対応を実行できる。

③災害ボランティアセンター等の関係機関の取り組
みを理解し、連携しながら活動ができる。

既存教材を活用し「何を」「どのように」
伝えれば、効果的な研修になるのかを解説
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資料3-5_0302 p.5-8の伝えるべき「要点」

★日常生活で支援を必要としている方は、災害時に
影響を受けやすく、様々な「配慮」が必要になる。

★「災害時要配慮者」の中に「避難行動要支援者」
が含まれる。

★「避難行動要支援者」は名簿や避難行動支援計画
作成など、平時から行政支援の対象となり得る。
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事例：福祉避難所や移送ルールについても説明

寝たきりや医療的なケアが必要な人などは、どうやっ
ても避難所では対応しきれないのではないか。

自治体と協定を結ぶ福祉施設等が「福祉避難所」と
なり、避難生活が困難な方の受入を行います。

（講師研修資料例）

・特別支援学校や社会福祉施設等
で福祉避難所運営訓練や図上
演習を実施、事例として紹介

・避難所から福祉避難所への移送
スクリーニング事例等を紹介

「災害時要配慮者」をどこ
まで避難所で対応するのか
（できるのか）を考える
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資料3-5_0302 p.13-41の伝えるべき「要点」

★避難者の特性によって必要な配慮が異なる。
★常に「当事者目線」を忘れず、本人や家族等の
意見を聞くなどしながら対応を検討する。

★専門的な支援が必要な場合や、福祉避難所への
移送が必要な場合もある。

★各種の情報ツールやアプリも活用できる。
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事例：福祉避難所や移送ルールについても説明

配慮が必要なことは分かったが、実際に避難所の現場
でどう対応すれば良いのか具体的にイメージできない。

当事者の方に避難所指定施設を見てもらったり、講
座等に参加してもらい、意見を聞いてみましょう。

（講師研修資料例）

・まち歩きや防災講座に障がい当事者
の方やご家族、支援者の方が参加

・日常生活や避難生活のどのような
場面でも困るのかを、当事者目線で
伝えてもらい、実際に体験する

「本人や家族から丁寧に話を聞く」
ための機会や関係性を平時から
作っておく
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• 要配慮者それぞれの事情にあわせて
必要な配慮や支援を行うことが必要です

１．要配慮者の地域ぐるみでの支援体制
- まとめ -
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資料3-5_0302 p.44-46の伝えるべき「要点」

★被災された方の「生活上の課題（ニーズ）」を、
把握し、避難所でもボランティアを受け入れる。

★社会福祉協議会が自治体と協定を締結※し「災害
ボランティアセンター」を設置する。※各自治体の状況を確認

★保険や資機材管理、オリエンテーションなど災害
ボランティアセンターとの連携が重要。
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事例：自助・共助と災害ボランティアの違いを整理

自主防災組織で避難所の手伝いをするときも、災害ボ
ランティアとして登録しなければならないのか。

直後の自助・共助の助け合いに、登録は不要です。
被害が長期化した際の活動希望者が登録の対象です。

（講師研修資料例）

・被災直後の身近な範囲での助け合い
が自助共助

・被害が広域化、長期化すると自助共
助だけでは限界があるため、市内外
から災害ボランティアを募る

避難所運営者の負担は極めて大き
いので、災害ボランティアの協力
を得ることが重要
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（参考）災害ボランティアセンター模擬体験

・災害ボランティア登録、ニーズの説明
マッチング（ニーズとボランティアの
組み合わせ）、送り出しなどの流れを
体験

・実際に活動を行うという想定のもと、
参加者同士で話し合い

・活動報告等を行い、今後どのような支援
が必要になりそうかを共有
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• 災害ボランティアによる活動は重要であり、
平時からボランティアを受け入れるための
ニーズを把握することが重要です

２．災害ボランティアの受入、
被災地への応援協力

- まとめ -
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まとめ

• 要配慮者それぞれの事情にあわせて
必要な配慮や支援を行うことが必要です

• 災害ボランティアによる活動は重要であり、
平時からボランティアを受け入れるための
ニーズを把握することが重要です
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３．研修等で活用可能な関連教材

防災教材活用ガイドチャート（防災教育普及協会）
https://www.bousai-edu.jp/info/download/bousaikyouzaiguide/

https://www.bousai-edu.jp/info/download/bousaikyouzaiguide/
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まとめ

◯地域住民の「暮らしの多様性」を理解
してもらう。

◯災害時要配慮者支援について具体的に
学ぶために、当事者・家族、支援者(団体)
と連携する。

◯災害ボランティアを具体的に学ぶために、
社会福祉協議会等の関係機関と連携する。
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